
今野 雄一   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

１ トイレトレーラー導入の検討を    （２０分） 

 

国の中央防災会議は今年６月、国や自治体による災害対応の基礎

となる防災基本計画の修正を決め、能登半島地震で高齢者などの要

配慮者が数多く被災したことを踏まえ、災害応急対策に「福祉的な

支援」の必要性を明記しました。また、指定避難所の保健衛生環境

の整備については、仮設トイレなどの早期設置に加え「簡易トイレ、

トイレカー、トイレトレーラー」を明示し、より快適なトイレの設

置に配慮するよう努めることを市町村に要請しました。 

避難所における「トイレ問題」は毎回クローズアップされます。

以前、被災者の方から「一番困ったことは、トイレの問題」と伺い

ました。不衛生なトイレの利用を我慢することにより、体調を崩し

てしまう方もいたと聞きます。今回の能登半島地震の避難所でも、

トイレ問題が起きていることが報道されています。その対策として

効果を発揮したのが、いくつかの自治体から派遣された「トイレト

レーラー」です。災害時の利用を想定して作られた移動設置型のト

イレで、主に４基の洋式トイレと貯水タンクを備えており、水洗式

で稼働し清潔な状態を保つことができます。 また、ソーラーパネ

ルを搭載しており、停電時でも照明や換気扇などを使用でき、夜間

も安心して利用できます。このトイレトレーラーを導入した自治体

が災害時に助け合う仕組みを、一般社団法人助けあいジャパンが主

導して、ネットワークを構築しています。この制度により能登半島

地震のそれぞれの避難所へ、各自治体から２１台の派遣があったそ

うです。県内では、越谷市が所有トレーラーを珠洲市に、朝霞市は

協定を結ぶ企業が所有するトレーラーを、独自に七尾市へ派遣して

います。 

今後もトイレトレーラー導入自治体が増え、自治体間の共助の輪

が広がることで、災害後の避難所生活において衛生環境が維持さ

れ、被災者の負担を軽減できると期待されます。自然災害の頻発化・

激甚化が続く中、市内でも活用でき被災地支援にもつながるトイレ

トレーラー導入を進めるべきと考えます。 

以下お伺いいたします。 

 

市 長 



今野 雄一  

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

（１） 仮設トイレ・マンホールトイレ等の設置計画について 

（２） トイレトレーラー共助制度の認識・評価について 

（３） トイレトレーラーの導入の検討を 

 

２ 「マイナ保険証」の利用促進について （２０分） 

 

マイナンバーカードは令和６年７月 1日時点で、国民の約７４％

が保有しているとされています。その一方で「健康保険証としての

利用」は、５月時点では全体の約８％にとどまっています。そうし

た中で、従来の健康保険証は、今年１２月２日から新規発行されな

くなり、その後はマイナンバーカードでの保険証利用が基本となる

仕組みに移行していきます。地域住民が安心して「マイナ保険証」

を利用できるよう、利用の際の利便性や、質の高い医療を受けるた

めの基盤になることなど、正しい情報を丁寧に発信していくことが

必要と考えます。 

マイナ保険証の活用による効果として、薬や診療のデータに基づ

くより良い医療が提供され、「高額療養費制度の限度額適用認定証」

が不要になるなど、患者・医療現場それぞれに多くのメリットがあ

ることが挙げられます。さらに、一部地域においては「救急医療に

おける患者の健康・医療データの活用」という消防庁の実証事業が

行われております。これは、自宅や外出先で救急搬送される場合、

救急車に装備されたカードリーダーで「マイナ保険証」を読み取り、

既往症はあるのか、どんな薬を服用しているのか、などの情報を確

認し、救急隊や医師が速やかに適切な治療ができるようにするもの

で、令和７年度からの全国展開を目指しています。 

マイナ保険証への移行の情報や利用促進については、７月４日に

厚労省保険局より「マイナンバーカードの健康保険証利用の促進に

向けたご協力のお願いについて」という事務連絡が出されており、

この中には、利用促進に向けた動画やポスターなどの多くのサポー

トメニューがあり、活用が可能です。 

データに基づくより良い医療の提供や、電子処方箋、電子カルテ

の活用のベースとなる「マイナ保険証」への円滑な移行と利用促進

への取組について、以下お伺いいたします。 

 

 

 

 

市 長 
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（１） 本市のマイナンバーカード交付状況について 

（２） マイナ保険証への移行・利用促進に向けた情報発信ついて 

（３） マイナンバーカードを保有していない方への対応について 

  ア 国民健康保険証発行停止後の対応について 

  イ 市内高齢者施設等へのカード取得支援の取組について 

 

 

 

 

 


